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新
令
第
二
十
七
条
の
九
第
二
項
の
規
定
は
、
法
人
が
施
行
日
以
後
に
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
を
す
る
新
法

第
四
十
二
条
の
九
第
一
項
に
規
定
す
る
工
業
用
機
械
等
に
つ
い
て
適
用
し
、
法
人
が
施
行
日
前
に
取
得
又
は
製
作
若

し
く
は
建
設
を
し
た
旧
法
第
四
十
二
条
の
九
第
一
項
に
規
定
す
る
工
業
用
機
械
等
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に

よ
る
。

４

経
過
旧
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
計
画
期
間
に
お
け
る
新
令
第
二
十
七
条
の
九
第
七
項
及
び
第
八
項
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
七
項
中
「
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行
令
」
と
あ
る
の
は
「
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
（
令
和
四
年
政
令

第

号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行
令
」
と
、「
同
条
第
九
号
」
と
あ
る
の

は
「
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
条
第
九
号
」
と
す
る
。

（
地
方
活
力
向
上
地
域
等
に
お
い
て
特
定
建
物
等
を
取
得
し
た
場
合
の
特
別
償
却
又
は
法
人
税
額
の
特
別
控
除
に
関

す
る
経
過
措
置
）

第
十
四
条

新
令
第
二
十
七
条
の
十
一
の
三
の
規
定
は
、
法
人
が
施
行
日
以
後
に
取
得
又
は
建
設
を
す
る
新
法
第
四
十

二
条
の
十
一
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
建
物
等
に
つ
い
て
適
用
し
、
法
人
が
施
行
日
前
に
取
得
又
は
建
設
を
し

た
旧
法
第
四
十
二
条
の
十
一
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
建
物
等
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
法
人
の
減
価
償
却
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
五
条

改
正
法
附
則
第
四
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
各
号
に
掲
げ
る
区
域
を
そ
れ
ぞ
れ
新
法
第
四
十
五

条
第
一
項
の
表
の
第
一
号
又
は
第
二
号
の
第
二
欄
に
掲
げ
る
区
域
と
み
な
し
て
同
条
（
こ
れ
ら
の
号
に
係
る
部
分
に

限
る
。）の
規
定
を
適
用
す
る
場
合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
期
間
は
、
新
令
第
二
十
八
条
の
九
第

一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る

期
間
と
す
る
。

一

新
令
第
二
十
八
条
の
九
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
場
合

経
過
旧
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
計
画
期
間

二

新
令
第
二
十
八
条
の
九
第
一
項
第
二
号
に
掲
げ
る
場
合

経
過
旧
国
際
物
流
拠
点
産
業
集
積
計
画
期
間

２

改
正
法
附
則
第
四
十
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
旧
特
定
経
済
金
融
活
性
化
産
業
に
属
す
る
事
業
を
新
法
第
四
十

五
条
第
一
項
の
表
の
第
三
号
の
第
三
欄
に
掲
げ
る
事
業
と
み
な
し
て
同
条
（
同
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。）の
規
定
を

適
用
す
る
場
合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
期
間
は
、
新
令
第
二
十
八
条
の
九
第
一
項
第
三
号
の
規

定
に
か
か
わ
ら
ず
、
経
過
旧
経
済
金
融
活
性
化
計
画
期
間
と
す
る
。

３

新
令
第
二
十
八
条
の
九
第
二
項
の
規
定
は
、
法
人
が
施
行
日
以
後
に
取
得
又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
を
す
る
新
法

第
四
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
工
業
用
機
械
等
に
つ
い
て
適
用
し
、
法
人
が
施
行
日
前
に
取
得
又
は
製
作
若
し
く

は
建
設
を
し
た
旧
法
第
四
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
工
業
用
機
械
等
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

４

経
過
旧
産
業
高
度
化
・
事
業
革
新
促
進
計
画
期
間
に
お
け
る
新
令
第
二
十
八
条
の
九
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定

の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
四
項
中
「
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行
令
」
と
あ
る
の
は
「
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
等
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
政
令
（
令
和
四
年
政
令

第

号
）
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行
令
」
と
、「
同
条
第
九
号
」
と
あ
る
の

は
「
沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
施
行
令
第
四
条
第
九
号
」
と
す
る
。

５

新
令
第
三
十
条
第
四
項
の
規
定
は
、
法
人
の
施
行
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
分
の
法
人
税
に
つ
い
て
適
用
す

る
。

６

新
令
第
三
十
条
第
四
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
の
圧
縮
記
帳
規
定
の
適
用
を
受
け
た
と
き
に
は
同
項

の
当
該
事
業
年
度
前
の
各
連
結
事
業
年
度
（
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
二
年
法
律
第
八
号
。
以

下
「
令
和
二
年
改
正
法
」
と
い
う
。）附
則
第
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ

る
令
和
二
年
改
正
法
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
（
以
下
「
令
和
二
年
改
正
前
租
税
特
別

措
置
法
」
と
い
う
。）第
二
条
第
二
項
第
十
九
号
に
規
定
す
る
連
結
事
業
年
度
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）に
お
い
て
連
結

圧
縮
記
帳
規
定
（
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
令
和
二
年
改
正
前
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
以
下
「
新
令
和

二
年
改
正
前
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
」
と
い
う
。）第
三
十
九
条
の
六
十
九
第
五
項
に
規
定
す
る
圧
縮
記
帳
規
定
を

い
う
。
以
下
こ
の
項
及
び
第
八
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
適
用
を
受
け
た
と
き
を
含
む
も
の
と
し
、
新
令
第
三
十
条
第

四
項
の
圧
縮
記
帳
規
定
の
適
用
を
受
け
た
事
業
年
度
に
は
当
該
連
結
圧
縮
記
帳
規
定
の
適
用
を
受
け
た
連
結
事
業
年

度
を
含
む
も
の
と
す
る
。

７

新
令
第
三
十
一
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
法
人
の
施
行
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年
度
分
の
法
人
税
に

つ
い
て
適
用
す
る
。

８

新
令
第
三
十
一
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
二
項
の
圧
縮
記
帳
規
定
の
適
用
を

受
け
た
と
き
に
は
同
項
の
当
該
事
業
年
度
前
の
各
連
結
事
業
年
度
に
お
い
て
連
結
圧
縮
記
帳
規
定
の
適
用
を
受
け
た

と
き
を
含
む
も
の
と
し
、
同
項
の
圧
縮
記
帳
規
定
の
適
用
を
受
け
た
事
業
年
度
に
は
当
該
連
結
圧
縮
記
帳
規
定
の
適

用
を
受
け
た
連
結
事
業
年
度
を
含
む
も
の
と
し
、
同
条
第
三
項
の
特
別
償
却
準
備
金
に
は
連
結
事
業
年
度
に
お
い
て

積
み
立
て
た
令
和
二
年
改
正
前
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
四
十
一
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
特
別
償
却
準

備
金
を
含
む
も
の
と
す
る
。

（
保
険
会
社
等
の
異
常
危
険
準
備
金
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
六
条

租
税
特
別
措
置
法
第
五
十
七
条
の
五
第
一
項
の
異
常
危
険
準
備
金
（
連
結
事
業
年
度
に
お
い
て
積
み
立
て

た
令
和
二
年
改
正
前
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
五
十
五
第
一
項
の
異
常
危
険
準
備
金
を
含
む
。）を
積
み
立
て

て
い
る
法
人
の
施
行
日
以
後
最
初
に
開
始
す
る
事
業
年
度
（
第
一
号
に
お
い
て
「
最
初
事
業
年
度
」
と
い
う
。）開
始

の
日
に
お
け
る
前
事
業
年
度
か
ら
繰
り
越
さ
れ
た
租
税
特
別
措
置
法
第
五
十
七
条
の
五
第
六
項
に
規
定
す
る
異
常
危

険
準
備
金
の
金
額
（
第
一
号
に
お
い
て
「
異
常
危
険
準
備
金
の
金
額
」
と
い
う
。）の
う
ち
次
の
各
号
に
掲
げ
る
保
険

に
係
る
金
額
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
。

一

新
令
第
三
十
三
条
の
二
第
四
項
第
二
号
に
掲
げ
る
保
険

当
該
法
人
の
最
初
事
業
年
度
開
始
の
日
の
前
日
を
含

む
事
業
年
度
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
改
正
前
最
終
事
業
年
度
」
と
い
う
。）終
了
の
日
に
お
け
る
異
常
危
険
準

備
金
の
金
額
の
う
ち
同
項
第
二
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
保
険
に
係
る
金
額
の
合
計
額
（
次
号
及
び
第
三
号

に
お
い
て
「
旧
準
備
金
残
高
」
と
い
う
。）に
、
こ
れ
ら
の
保
険
の
改
正
前
最
終
事
業
年
度
に
お
け
る
租
税
特
別
措

置
法
第
五
十
七
条
の
五
第
三
項
に
規
定
す
る
正
味
収
入
保
険
料
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
正
味
収
入
保
険
料
」

と
い
う
。）の
合
計
額
（
次
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て
「
火
災
保
険
等
正
味
収
入
保
険
料
合
計
額
」
と
い
う
。）の
う

ち
に
新
令
第
三
十
三
条
の
二
第
四
項
第
二
号
に
掲
げ
る
保
険
の
改
正
前
最
終
事
業
年
度
に
お
け
る
正
味
収
入
保
険

料
の
占
め
る
割
合
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額

二

新
令
第
三
十
三
条
の
二
第
四
項
第
三
号
に
掲
げ
る
保
険

旧
準
備
金
残
高
に
、
火
災
保
険
等
正
味
収
入
保
険
料

合
計
額
の
う
ち
に
当
該
保
険
の
改
正
前
最
終
事
業
年
度
に
お
け
る
正
味
収
入
保
険
料
の
占
め
る
割
合
を
乗
じ
て
計

算
し
た
金
額

三

新
令
第
三
十
三
条
の
二
第
四
項
第
四
号
に
掲
げ
る
保
険

旧
準
備
金
残
高
に
、
火
災
保
険
等
正
味
収
入
保
険
料

合
計
額
の
う
ち
に
当
該
保
険
の
改
正
前
最
終
事
業
年
度
に
お
け
る
正
味
収
入
保
険
料
の
占
め
る
割
合
を
乗
じ
て
計

算
し
た
金
額

（
探
鉱
準
備
金
又
は
海
外
探
鉱
準
備
金
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
十
七
条

新
令
第
三
十
四
条
第
四
項
か
ら
第
七
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
第
四
項
に
規
定
す
る
適

用
を
受
け
た
事
業
年
度
に
は
同
項
に
規
定
す
る
前
日
ま
で
に
開
始
し
た
各
連
結
事
業
年
度
で
令
和
二
年
改
正
前
租
税

特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
六
十
一
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
連
結
事
業
年
度
を
含
む
も
の
と
し
、
新
令
第

三
十
四
条
第
六
項
に
規
定
す
る
適
用
を
受
け
た
事
業
年
度
に
は
同
項
に
規
定
す
る
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
に
開
始
し

た
各
連
結
事
業
年
度
で
令
和
二
年
改
正
前
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
六
十
一
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け

た
連
結
事
業
年
度
を
含
む
も
の
と
し
、
新
令
第
三
十
四
条
第
七
項
に
規
定
す
る
適
用
を
受
け
な
か
っ
た
場
合
に
は
同

項
に
規
定
す
る
合
併
事
業
年
度
に
お
い
て
令
和
二
年
改
正
前
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
六
十
一
第
一
項
の
規

定
の
適
用
を
受
け
な
か
っ
た
場
合
を
含
む
も
の
と
し
、
新
令
第
三
十
四
条
第
七
項
に
規
定
す
る
最
初
の
事
業
年
度
ま

で
の
各
事
業
年
度
に
は
同
項
に
規
定
す
る
適
格
合
併
後
令
和
二
年
改
正
前
租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
の
六
十
一

第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
た
最
初
の
連
結
事
業
年
度
後
の
各
事
業
年
度
を
含
ま
な
い
も
の
と
す
る
。

２

新
令
第
三
十
四
条
第
四
項
及
び
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
採
掘
所
得
金
額
か
ら
控
除
す
る

金
額
の
う
ち
施
行
日
前
に
開
始
し
た
事
業
年
度
に
係
る
部
分
の
金
額
の
計
算
に
つ
い
て
は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る

改
正
前
の
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
（
以
下
「
旧
令
」
と
い
う
。）第
三
十
四
条
第
四
項
か
ら
第
七
項
ま
で
の
規
定
の

例
に
よ
る
。
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